
(n=309)

記事内容 n

出入国管理法関連（仮放免、帰国・入国制限、在留期間、在留資格など） 41

相談窓口（給付金、健康相談や検診、雇用、在留資格、生活全般など、

多言語・やさしい日本語対応）
37

就労（解雇、雇止め、収入減、内定取り消しなど） 34

食料支援 29

経済支援（給付金、商品券など） 29

差別（SNS、手紙、デマ、入店拒否など） 19

その他 120

(n=261)

対象者 n

外国籍、外国にルーツをもつ在住者・家庭 101

外国人技能実習生 43

外国人留学生 36

外国にルーツのある子ども（児童・生徒・学生） 17

外国人労働者 15

元技能実習生 8

外国人困窮者（収入減、失業、求職者） 8

出入国在留管理庁施設からの仮放免者（在留資格なし） 5

その他 28
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【背景と目的】 

COVID-19 流行による人々の生活様式、社会経済状況の変化

と、心身への健康への影響が国内外で報告され、移民や難民への

影響も報告されている(Clark et al., 2020)。COVID-19流行によっ

て生じた、外国にルーツをもつ在住者の社会的要因を考慮した

支援が必要である。そのため、本研究では COVID-19 流行下に

おける、外国にルーツをもつ日本在住者の社会的背景の現状を

明らかにし、外国にルーツをもつ日本在住者の保健・医療のニー

ズに対応する支援への示唆を得ることを目的とした。 

【方法】 

本研究では、新聞データベースの聞蔵Ⅱビジュアルを使用し、

2020 年 1 月から 12 月末までの朝日新聞、朝日新聞デジタルの

朝刊と夕刊の日本国内に関する記事から検索した。調査期間は

2021年5月から6月であった。キーワードは「外国籍、国籍、

外国人、外国」とし、訪日外国人や外国人観光客を除き、日本在

住者を対象とした記事とした。出した記事から「現状や課題」

「支援の動向」について抜き出し、内容ごとに整理した。記事の

整理や分析にNVivo Windowsを使用した。 

 倫理的配慮として、新聞記事内の個人情報は特定されないよ

うに匿名化した。 

【結果】 

COVID-19に関する記事は2020年1月8日の夕刊から認めら

れ、1月8日以降の記事6,017件のうち該当する256件を分析対

象とした。出入国管理法関連、相談窓口、および就労に関する内

容が、記事のテーマ全体の1/3以上を占め（表1参照）、対象者

は外国籍・外国にルーツをもつ在住者、技能実習生、留学生の順

に多く、全体の約7割を占めた（表2参照）。 

表1．記事のテーマ一覧（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

表2．対象者一覧（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国にルーツを持つ在住者の「生活の全てが日本。仕事が減っ

てもペルーに帰れるわけじゃない」「生活費もない。何でもする

から助けて下さい」、技能実習生の「仕事がなくなった。ベトナ

ムに帰りたいが帰れない」、留学生の「バイトがなくなり食べ物

も買えない」、仮放免者の「体調を崩しても受診できず、コロナ

にかかったら死ぬしかない」など当事者の声が挙げられていた。 

記事内で紹介されていた支援者には、NPO等民間団体、日本

語教室、自治体、外国にルーツをもつ在住者があった。 

【考察】 

 COVID-19 流行に伴う社会経済状況の変化が、外国にルーツ

をもつ在住者の雇用状況や在留資格などに影響していることが

読み取れた。外国にルーツをもつ在住者は公的支援の対象であ

り、各地で多言語対応策は徐々に普及していても、言葉や情報の

壁は厚く、必要な支援が届いていないことが推察された。衣食住

や経済的な支援の手続きを地域の民間団体や日本語教室が担っ

ていることや、地域差が大きいことも分かった。以上から、各専

門分野やボランティアの連携が支援に必要であると考えた。 
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